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主要施策 １ 企業誘致の推進【重点施策】

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

企業誘致対策事業

29

新幹線新駅周辺地区企業立地補助金（投資支援）

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 １ 企業誘致の推進と雇用の拡大

0

新函館北斗駅前平面駐車場整備事業
72,325

当該地区３棟目となるホテル等の立地計画はあるが、竣工予定は令和５年度以降であるため助
成実績なし 単独事業

２市１町の協議会で参加する企業誘致の展示会は、コロナ禍でオンライン開催となったため不
参加。市単独の企業訪問もコロナ禍により見合わせた。※令和３年度：企業誘致実績なし

単独事業

トップセールスによる企業誘致
0

企業への直接訪問（トップセールス）はコロナ禍により見合わせたが、関係企業が本市を訪れ
た際には協力要請等を適宜実施した。 単独事業

一般車用152台、身障者用５台、合計157台分を整備
単独事業

市街化調整区域の地区計画策定
－

追分ＩＣ周辺開発について、地区計画策定の前段となる土地利用方針の策定、及び農村産業法
に基づく市町村実施計画の策定について、北海道との事前協議を進めた。

函館地域経済牽引事業促進協議会負担金

464・企業立地フェア及びメッセナゴヤに２市１町共同ブースを出展（前者は無人ブース、後者は
対面式だったが本市不参加）。他の展示会はオンライン開催となったため参加せず、代わりに
産経新聞首都圏版にＰＲ広告掲載 単独事業

事業の改善点及び方向性

・トップセールスによる企業誘致／立地検討企業に対する市長のトップセールスの実施
・企業誘致対策事業／札幌延伸を見据えてサテライトオフィス設置への支援など既存立地助成制度を見直すことで、
本市の立地優位性のＰＲとあわせ、効果的な誘致活動につなげていく。
・新幹線新駅周辺地区企業立地補助金（投資支援）／新駅前への企業誘致にあたり機動的な対応を可能とするため、
一部街区の取得を図る。
・函館地域経済牽引事業促進協議会負担金／協議会における企業誘致ＰＲ活動への積極的参加を推進する。
・市街化調整区域の地区計画策定等／農地転用、開発行為及び立地支援に向けた関係計画の策定を進める。

計 72,818

成
果
・
課
題

・追分ＩＣ周辺開発は、農村産業法を活用した農地転用及び地区計画に基づき市街化調整区域の
開発行為を行うことで規制緩和を図る方向性で方針が固まった。
・新函館北斗駅前平面駐車場整備事業は計画どおり完了することができた。また、有料化に伴う
条例改正や駐車料金の周知についても実施し、大きな混乱もなく有料化へ移行することができ
た。

【新型コロナウイルスの影響】
・一部再開された企業誘致の展示会には２市１町の協議会で出展したが、殆どはオンライン開催
だったため不参加。市長トップセールスをはじめ市単独の企業訪問もコロナ禍で見合わせたた
め、効果的な誘致活動を行うことができなかった。

評　価

Ｃ

➡（次ページへ続く）



令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・札幌延伸を見据えてサテライトオフィス設置への支援など既存立地助成制度の拡充や立地環境の優位性を
活かした誘致活動を展開する。
・新駅前への企業誘致にあたり、機動的な対応を可能とするため、一部街区の取得を図る。
・追分ＩＣ周辺の支援制度を新たに設け、進出予定企業へのＰＲを推進する。

関連施策 30-2、35-4

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

新幹線新駅周辺地区企業立地補助金（投資支援）

0
維持 維持

新函館北斗駅前３棟目となるホテル等の早期着工に向けて事業者への
働きかけを行う。
新規立地に向けて機動的な対応を可能とするため、一部街区の取得を
図る。 単独事業

立地検討企業に対する市長のトップセールスの実施、関係団体に対す
る企業誘致の協力要請等 単独事業

企業誘致対策事業
883

維持 維持札幌延伸を見据えて既存支援制度の拡充や立地優位性をＰＲして誘致
活動を推進 単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

トップセールスによる企業誘致
250

維持 維持

市街化調整区域の地区計画策定
－

維持 維持追分ＩＣ周辺の農地転用、開発行為を進めるとともに、新たな支援策
を検討することで進出意欲のある企業へのＰＲ活動を実施

函館地域経済牽引事業促進協議会負担金
700

維持 維持
函館地域経済牽引事業促進協議会の運営費の負担

単独事業

計 1,833

補
　
足



主要施策 ２ 新たな産業の創出【重点施策】

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

創業バックアップ助成事業負担金
3,000

起業化振興資金利子補給補助金、起業化振興資金信用保証料補給交付金

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 １ 企業誘致の推進と雇用の拡大

1,063

6,180

起業化振興資金利子補給金～既存融資分10件265,695円、新規融資分～３件77,695円
起業化振興資金信用保証料～新規融資分３件719,125円 単独事業

Ｒ３.７.１ １件採択　助成金額3,000千円　農業及び製造業（ブドウ栽培・ワイン製造）
単独事業

創業支援事業負担金
2,117

創業スキルアップ講座（年12回）の開催による函館地域の創業者や将来創業する潜在的な創業
者に対する育成・支援を行った。延べ受講者数142名うち北斗市17名 単独事業

成
果
・
課
題

・創業バックアップ助成事業については、本市でブドウ栽培・ワイン製造を行っている事業者か
ら応募があり、審査の結果、一般枠３００万円で採択された。
・起業化振興資金は、前年度０件であったが３件の実績となり、起業化支援に繋げることができ
た。
・農業振興地域整備計画及び農村滞在型余暇活動機能整備計画の見直しについては、計画どおり
の進捗であったが、市の独自支援制度については検討を行ってきたが策定まで至らなかった。

評　価

Ｂ

事業の改善点及び方向性

・函館地域産業振興財団の創業支援事業及び創業バックアップ助成事業は、函館地域の創業者や将来創業する潜在的
な創業者に対する育成、支援をとおして地域経済の活性化に繋がることから、市としても引き続き負担金を拠出する
とともに事業の周知に努めていく。
・起業化振興資金利子補給、信用保証料補給についても、引き続き、北斗市金融協会、北斗市商工会を通じて制度を
広くＰＲし、新たな起業者の借入コストの軽減のため支援していく。
・ワイン振興対策事業については、市の独自支援策によるワイン関連施設の整備に対する支援について、引き続き支
援策の策定に向けて取り組む。また、農山漁村振興交付金事業（事業主体：ワイン事業者で組織する協議会）の活用
支援、市の独自支援の実施及びふるさと融資制度の活用支援等を行う（令和４年度～令和６年度）。
・新たに「北斗市ワインによる地域活性化検討会議」を立ち上げ、ワイン産地の確立及びワインを核とした地域の活
性化に取り組む（年３～５回程度を予定）。

計

ワイン振興の推進≪新規≫

－農業振興地域整備計画の見直し（令和３年７月改正）
農村滞在型余暇活動機能整備計画の見直し（令和３年８月改正）
市の独自支援制度については検討を行ってきたが策定まで至らなかった。

➡（次ページへ続く）



起業化振興資金利子補給補助金、起業化振興資金信用保証料補給交付金
1,389

維持 維持
起業化振興資金の借入利子及び起業化振興資金信用保証料の助成

単独事業

函館地域産業振興財団の創業支援事業費(相談業務)の負担
単独事業

創業バックアップ助成事業負担金

6,000
維持 維持

令和6年度

予算額

計 9,489

補
　
足

・令和３年度までの「ワイン振興の推進」を「ワイン振興対策事業」に名称を変更

ワイン振興対策事業

－
拡充 維持

令和４年度：ワイン関連施設の整備に対する市の独自支援策の策定
令和４年度～令和６年度：農山漁村振興交付金事業（事業主体：ワイ
ン事業者で組織する協議会）の活用支援、市の独自支援の実施及びふ
るさと融資制度の活用支援等

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・地域資源等を活用した産業の創出を促進する。
・起業者の育成や市内での起業化を促進し、新規性や創意性のある取組みを支援する。
・市の独自支援策の策定により、ワイン関連施設の整備に対する支援を行う。
・農山漁村振興交付金事業（事業主体：ワイン事業者で組織する協議会）及びふるさと融資制度の活用支援
等を行う。
・新たに北斗市ワインによる地域活性化検討会議を立ち上げ、ワイン産地の確立及びワインを核とした地域
の活性化に繋がる施策の提案・検討等を行う。

関連施策 2-2、4-3

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

方向性

創業支援事業負担金
2,100

維持 維持

方向性

北斗市ワインによる地域活性化検討会議≪新規≫

470
拡充 拡充北斗市ワインによる地域活性化検討会議を開催し、ワイン産地の確立

及びワインを核とした地域の活性化に繋がる施策の提案・検討等を行
う（年３～５回程度を予定）。 単独事業

創業バックアップ事業に市内事業者が応募し採択された場合の起業・
創業支援費の負担

単独事業

令和5年度



基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 １ 企業誘致の推進と雇用の拡大

求人情報発信～平成30年4月：1社、平成30年5月～平成31年3月：6社、令和元年：12社
　　　　　　　令和2年：5社、令和3年：15社

無料職業紹介所開設事業
－

[就労希望者（市民）]　求職申込実績～19件　紹介実績～11件
[求人（農林漁業者）]　求人申込実績～申込数42事業所、募集人数71人

主要施策 ３ 雇用の拡大【重点施策】

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

北斗市求人情報の情報発信
－

新幹線新駅周辺地区企業立地補助金（雇用拡大支援）

計 0

成
果
・
課
題

・求職申込数については、年々減少傾向となっており、地域の人材不足によるものと考えられ
る。
・新幹線新駅周辺地区企業立地補助金の雇用拡大については、平成29年から令和２年にかけて15
名の新たな雇用が生まれたが、令和３年度は新規の企業立地はなく、対象となる企業がなかっ
た。
・特別工業地区内における建築制限の緩和により、従業員の福利厚生に繋がる店舗併設が可能と
なった。
【新型コロナウイルスの影響】
・国の特定求職者雇用開発助成金に上乗せする雇用促進支援補助金は、国の助成金が雇用調整助
成金と併用できないため、結果的に申請がなかったと思われる。

評　価

Ｂ

雇用促進支援補助金

0高齢者、ひとり親家庭の母等及び障がい者等の労働者を新たに採用し、一定期間以上継続して
雇用する市内中小企業に対して、国の特定求職者雇用開発助成金に上乗せし補助するもの。令
和３年度実績なし 単独事業

0
対象者なし

単独事業

特別工業地区内における建築制限の緩和
－

特別工業地区内における建築制限を緩和することで、自社工場で生産された品物を販売する店
舗等の併設及び従業員向けに必要な店舗等の併設を可能とした。

➡（次ページへ続く）

事業の改善点及び方向性

・一次産業を対象とした「無料職業紹介所」及び市内企業（商工会員等）を対象とした求人情報の発信については、
労働力不足と雇用対策の一体的な取組みが可能となることから、継続していく。
・新駅周辺地区の企業立地については、事業者との連携を密にして新函館北斗駅前３棟目ホテルの早期完成を実現す
ることで雇用の確保に繋げていく。
・雇用促進支援補助金については、申請段階でハローワークからの周知をお願いするとともに北斗高等支援学校も参
加している「就労に関する情報・意見交換会」を通じても、制度の周知に力を入れる。
・令和３年度に実施した雇用状況等調査の結果を踏まえ、新たな雇用対策を検討していく。



令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

無料職業紹介所開設事業

－
維持 維持

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・函館公共職業安定所との連携や無料職業紹介事業の拡充と求人情報の提供に努める。
・企業誘致や新たな産業の創出と雇用の拡大を図る。
・一般失業者、高齢者、女性及び若年者の就業機会の確保・拡充に努める。
・令和３年度に実施した雇用状況等調査の結果を踏まえ、新たな支援制度を創設する。

関連施策 16-3

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

雇用促進支援補助金

1,000
維持 維持高齢者、ひとり親家庭の母等及び障がい者等の労働者を新たに採用

し、一定期間以上継続して雇用する市内中小企業に対し、国の特定求
職者雇用開発助成金に上乗せし補助する。 単独事業

新幹線新駅周辺地区企業立地補助金（雇用拡大支援）
0

維持 維持
新函館北斗駅周辺立地企業の雇用拡大への補助

単独事業

一次産業における労働力不足と雇用対策の一体的な取組として「無料
職業紹介所」を開設し、市内の農林業者と市民を対象とした短期就労
の斡旋業務を実施

北斗市求人情報の情報発信
－

維持 維持
市内企業等の求人情報を市ホームページから発信

計 1,000

補
　
足



主要施策 ４ 就業意識の高揚・労働力の向上

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

高校や大学が実施するインターシップ事業との連携
－

就労に関する情報・意見交換会

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 １ 企業誘致の推進と雇用の拡大

－

方向性 方向性

高等支援学校卒業生の就労に関する協力、支援などの検討のため、市関係部局、教育委員会、
支援学校進路担当者、障がい者就労支援団体等との情報共有会議の開催：令和３年度は、「道
南地区進路指導連絡研究協議会」に参加し、卒業後の支援や障害者職場実習に係る道内の先進
事例などの情報共有・意見交換を実施した。

各高等学校への事前確認、事前訪問等の調整を経て、上磯高等学校1名、函館水産高等学校3
名、岩見沢高等養護学校１名のインターンシップを市役所で受入れた。

南渡島通年雇用促進支援協議会負担金
95

国と地域（北斗市、七飯町、鹿部町、森町の１市３町）が連携し、季節労働者の通年雇用を図
るため、講習会や事業者向けのＰＲ活動を実施した。 単独事業

高等支援学校卒業生の就労に関する協力、支援などの検討のため、市
関係部局、教育委員会、支援学校進路担当者、障がい者就労支援団体
等との情報共有会議の開催

事業の改善点及び方向性

・関係機関が実施する労働者の技能向上等職業訓練への参加を継続して促進する。
・職場体験やインターンシップの取組みを進め若年者の就業意欲の高揚に努める。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・関係機関が実施する労働者の技能向上等職業訓練への参加を促進する。
・職場体験やインターンシップの取組みを進め若年者の就業意欲の高揚に努める。
・特別支援学校生徒の就業状況等の把握や、障がい者の雇用に対する理解を促進する。

関連施策 12-5

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 95

成
果
・
課
題

・関係機関が実施する労働者の技能向上等職業訓練への参加を促進することができた。
・職場体験やインターンシップの取組みにより若年者の就業意欲の高揚が図られた。
・新型コロナウイルスの影響で「就労に関する情報・意見交換会」の開催はなかったが、「道南
地区進路指導連絡研究協議会」（開催地は学校所在地にて持ち回りとなっており、令和３年度と
令和４年度は北斗市で開催）に、意見交換会の代替えという形で参加し、卒業後の支援や障害者
職場実習に係る道内の先進事例などに関する情報共有・意見交換を行い、学校との連携を深める
ことができた。

評　価

Ｂ

南渡島通年雇用促進支援協議会の運営費の負担
単独事業

高校や大学が実施するインターシップ事業との連携
－

維持 維持
市内高校生、はこだて未来大学等の学生の受入れ（市役所等）

令和5年度 令和6年度

予算額

南渡島通年雇用促進支援協議会負担金
95

維持 維持

計 95

補
　
足

・障害者雇用に対する企業ＰＲ等への協力や、雇用・就労支援施策の検討をより一層推進していく。
・おしま学園分校卒業生が北斗市総合体育館の清掃を担当している。
・高等支援学校生に対し、清川口駅や中野通会館等の施設を清掃実習の場として提供している。

就労に関する情報・意見交換会

－
維持 維持



主要施策 ５ 労働環境の充実

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

労働者支援情報の提供
－

雇用促進支援補助金【再掲】

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 １ 企業誘致の推進と雇用の拡大

0高齢者、ひとり親家庭の母等及び障がい者等の労働者を新たに採用し、一定期間以上継続して
雇用する市内中小企業に対して、国の特定求職者雇用開発助成金に上乗せし補助するもの。令
和３年度実績なし 単独事業

事業の改善点及び方向性

市ホームページによる労働者支援情報の紹介（求人情報、無料職業紹介所、保育士等人材バン
クの登録等）

雇用対策事業
3,685

失業者及び冬期間に失業を余儀なくされる季節労働者に対する雇用対策として市有林除伐事業
を実施（新規者３人、継続者２人） 単独事業

・雇用対策事業については、雇用情勢等を考慮しながら、事業のあり方を検討していく必要はあるが当面は現状規模
で継続していきたい。
・労働者支援情報については、労働者支援情報の紹介（求人情報、無料職業紹介所、保育士等人材バンクの登録等）
を市ホームページで継続して行う。
  また、外国人労働者に対する労働環境等の情報提供のため、雇用状況等調査の結果を踏まえ全庁横断的な体制を構
築する。
・雇用促進支援補助金については、申請段階でハローワークからの周知をお願いするとともに北斗高等支援学校も参
加している「就労に関する情報・意見交換会」を通じても、制度の周知に力を入れる。

計 3,685

成
果
・
課
題

・雇用対策事業については、計５名の冬期における就労機会確保に繋がった。
・労働者支援情報の提供については、市ホームページによる情報発信を行った。また、市内事業
者を対象とした雇用状況等調査を実施したことにより、外国人労働者を含めた雇用環境の現状や
就業上の課題等を把握することができた。

【新型コロナウイルスの影響】
・国の特定求職者雇用開発助成金に上乗せする雇用促進支援補助金は、国の助成金が雇用調整助
成金と併用できないため、結果的に申請がなかったと思われる。

評　価

Ｂ

➡（次ページへ続く）



令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・出稼労働者手帳の交付等冬期間における就労対策事業、通年雇用促進支援事業を推進する。
・労働者の労働条件の把握と安定した労働環境の確保に向けた情報提供に努める。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

労働者支援情報の提供

－
維持 維持

市ホームページによる労働者支援情報の紹介（求人情報、無料職業紹
介所、保育士等人材バンクの登録等）のほか、外国人労働者に対する
労働環境等の情報提供のため、雇用状況等調査の結果を踏まえ全庁横
断的な体制を構築する。

雇用対策事業

市有林除伐事業
単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

3,734
維持 維持

計 4,734

補
　
足

雇用促進支援補助金【再掲】

1,000
維持 維持高齢者、ひとり親家庭の母等及び障がい者等の労働者を新たに採用

し、一定期間以上継続して雇用する市内中小企業に対し、国の特定求
職者雇用開発助成金に上乗せし補助する。 単独事業



　

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ２ 農林業の振興

南大野北部地区換地資料等作成業務委託料
補助事業

道営農業基盤整備事業

82,341清川北部（受益戸数：49戸、面積：81ha）、御上谷地（受益戸数：27戸、面積：55.3ha）、東
開発（受益戸数：23戸、面積：69.4ha）各地区のほ場整備負担金、大野平野（改良舗装工：
L=2,941m）、細入（改良舗装工L=1,170m）、北稲里（改良舗装工：L=850m）各地区の農道整備
負担金、上磯地区水利施設等保全高度化事業負担金（維持管理計画更新） 補助事業

主要施策 １ 農業生産基盤整備の推進

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

経営体育成促進換地等調整事業
2,673

渡島平野土地改良区農業基盤整備負担金

渡島平野地区国営造成施設管理体制整備促進対策事業
8,927

推進活動委託374,000円、事業補助金8,518,000円、旅費34,600円
補助事業

上磯地区国営造成施設管理体制整備促進対策事業
2,510

推進活動委託168,000円、事業補助金2,342,000円
補助事業

3,812
中央開発地区597,686円、白川地区2,246,885円、東開発地区683,219円、
南大野地区283,387円（道営農業基盤整備事業の受益者負担金に対する補助） 単独事業

御上谷地地区道営換地業務≪新規≫
4,120

換地委員会委員報酬ほか事務経費247,200円
換地設計業務3,872,000円 補助事業

道営土地改良事業補助監督業務
384

土地改良積算システムの運用経費337,920円、需用費45,710円
（業務内容：農業関係事業に係る積算業務等） 補助事業

多面的機能支払事業
74,641

需用費32,925円、システム使用料55,000円、補助金74,552,966円（12組織）
（主な活動内容：畦畔・法面等の草刈り、用排水路の泥上げ等） 補助事業

事業の改善点及び方向性

・道営農業基盤整備事業／基盤整備を行うことで、農地の大区画化及び農作業の効率化、農作物の生産力や品質の向上が図
られることから、地区の要望に対応して強力に推進していく。また、令和３年度に、受益者負担に対する市の独自支援内容
の見直しを行ったことから、これから事業を計画する地区に対しての周知に努める。
・経営体育成促進換地等調整事業／換地計画を必要とする地区において、地区内農家の意向把握・利用集積の合理化・換地
設計基準作成・換地計画素案作成を行う事業であり、事業採択前に地区における農用地の集団化に併せて、育成すべき経営
体への農用地の利用集積や土地利用の調整を実施する。
・上磯地区水利施設管理強化対策事業／これまでの国営造成施設管理体制整備促進対策のうち事業補助金が、令和３年度に
新設された水利施設管理強化事業として独立したことにより名称の変更を行った。推進活動委託については、国の事業終了
に伴い令和４年度をもって終了
・渡島平野地区水利施設管理強化対策事業／これまでの国営造成施設管理体制整備促進対策のうち事業補助金が、令和３年
度に新設された水利施設管理強化事業として独立したことにより名称の変更を行った。推進活動委託については、国の事業
終了に伴い令和４年度をもって終了
・多面的機能支払事業／組織化出来ていない地区を含め、市からの助言や他地区の優良活動事例などを情報提供し、組織の
活性化を図る。
・御上谷地地区道営換地業務／ほ場整備事業による換地業務の円滑化を推進する。
・国営かんがい排水事業「北斗地区」／大野ダムを活用した用水再編等により上磯ダムの用水不足解消を図る。また、経年
劣化が進行し老朽化した用水施設等の更新・補修等を行い長寿命化を図る。

計 179,408

成
果
・
課
題

・水田の大区画化・汎用化により担い手農家への農地集積が図られた。
・農道整備により農産物輸送路の確保が図られた。
・水利施設の効果的な維持管理が図られた。
・基盤整備事業については、地元からの整備要望があることから、今後も事業継続する必要があ
る。
また、受益者負担への市の独自支援について、支援を継続できるよう内容の見直しを行った。
・国営かんがい排水事業の事業化に向けて国営事業調査が行われている状況にあるが、関係機関
との連絡・調整及び情報交換を実施し国営事業を推進するため期成会の設立が必要である。

評　価

Ａ

－
国営かんがい排水事業による事業実施に向けた地方整備方向検討調査（国単独事業）

国営かんがい排水事業「北斗地区」≪新規≫

➡（次ページへ続く）



令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・農地の生産性向上、農業経営規模の拡大及び農地の流動化・集積化を促進する。
・農産物の輸送路の確保を図るため農道整備を促進する。
・ダムなどの基幹水利施設の長寿命化のため効果的な維持管理を推進する。
・農地の多面的機能を発揮できるよう地域資源の適切な管理を推進する。
・国営事業の推進を目的に、市・土地改良区・ＪＡの３者による期成会の設立に向けて取り組む。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

渡島平野土地改良区農業基盤整備負担金
3,813

維持 維持
中央開発、東開発、南大野、白川地区の団体営事業負担金

単独事業

御上谷地、東開発２、南大野北部、村内各地区のほ場整備
細入地区の農道整備、上磯地区水利施設等保全高度化事業 補助事業

経営体育成促進換地等調整事業
3,256

拡充 拡充村内地区換地計画等作成業務、渡島北部地区換地計画等作成業務（令
和６年度予定） 補助事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

道営農業基盤整備事業
101,006

拡充 拡充

多面的機能支払事業
72,676

維持 維持
地域資源保全情報記録システムの運用、多面的機能支払補助金等

補助事業

渡島平野地区水利施設管理強化対策事業
8,968

維持 維持
渡島平野地区水利施設管理強化補助金等

補助事業

上磯地区水利施設管理強化対策事業
3,156

維持 維持
上磯地区水利施設管理強化補助金等

補助事業

国営かんがい排水事業「北斗地区」

－
維持 維持

大野ダムを活用した用水再編等による上磯ダムの用水不足解消など
受益面積：1,228ha（暫定）
国営かんがい排水事業による事業実施に向けた地区調査（詳細調
査）：令和４年度～令和６年度、着工予定：令和７年度（10年程度）
国営事業の推進を目的に、市・土地改良区・ＪＡの３者による期成会
の設立に向けて取り組む。

御上谷地地区道営換地業務
334

維持 維持
ほ場整備事業による換地業務の円滑化

単独事業

道営土地改良事業補助監督業務
450

維持 維持
土地改良積算システムの運用等

補助事業

計 193,659

補
　
足



主要施策 ２ 農業経営の安定化

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

農業者支援利子補給 85

環境保全型農業直接支援対策事業補助金

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ２ 農林業の振興

490

強い農業・担い手づくり総合支援事業

0

遊休農地の発生防止・解消の推進
－

ワイン振興の推進≪新規≫【再掲】

－

化学肥料や化学合成農薬の使用を低減する取組への補助　408a×＠12,000円/10a 補助事業

農業経営基盤強化資金の利子補給（対象者14名） 補助事業

農業活性化・農業振興事業
14,668

ハウス26棟、温風機等６台、自動巻上機91棟分14,307,326円
野菜産地確立対策事業補助金360,000円 単独事業

担い手確保・経営強化支援事業補助金（農業用機械の導入）
対象者１名、コンバイン（自動操舵付）刈幅2600mm１台、トラクター（自動操舵付）130ps１
台、他７台
※３月補正により予算措置をしたが、年度内完了が困難なことから全額繰越明許とした。 補助事業

農業振興対策協議会補助金 1,450
農業を取り巻く諸問題を総合的に協議するために設立した農業振興対策協議会に対する活動補
助金 単独事業

経営所得安定対策直接支払推進事業費補助金 3,350
農業再生協議会の経営所得安定対策直接支払制度の普及促進に対する取組への補助 補助事業

新規発生はなく、遊休農地7,530㎡が解消された。

家畜伝染病自衛防疫組合補助金

155伝染病の発生を未然に防止し、経営の安定を図るための活動補助（活動内容：家畜の予防ワク
チン接種、防疫衛生対策に伴う薬剤の配布を実施し、家畜伝染病の発生を組織的、計画的に防
止） 単独事業

農業（畜産）活性化対策事業
2,468

優良繁殖牛保留助成 17頭 1,700,000円、受精卵移殖推進事業 ２頭 92,400円、
乳用牛性判別精液活用助成 15頭 49,500円、酪農ヘルパー事業利用 ５件 計54日 625,250円 単独事業

事業の改善点及び方向性

・農業活性化・農業振興事業／施設園芸用ハウス等導入事業は、労働力不足の課題解決の一助となる自動巻上機導入
への支援を引き続き実施するとともに、自動巻上機以外の機器の拡充についても生産者の声を聴きながら検討してい
きたい。
・農業（畜産）活性化対策事業／農業（畜産）の活性化のため事業を継続する。
・ワイン振興対策事業／市の独自支援策によるワイン関連施設の整備に対する支援について、引き続き支援策の策定
に向けて取り組む。農山漁村振興交付金事業（事業主体：ワイン事業者で組織する協議会）の活用支援、市の独自支
援の実施及びふるさと融資制度の活用支援等を行う。（令和４年度～令和６年度）
・遊休農地の発生防止・解消の推進／農業委員及び農地利用最適化推進委員による遊休農地の発生防止・解消の推進
を継続する。

計 22,666

成
果
・
課
題

・ハウス等を導入した農家に対し、施設整備に係る経費の一部を補助したことで、農産物の安定
生産が図られた。
・高齢化や労働力不足に対応するため、今後もスマート農業への取組みに対する支援が必要であ
る。
・黒毛和種の生産に係る優良繁殖牛の保留・受精卵移殖経費の一部を補助したことで、優良な肉
牛の生産振興及び酪農ヘルパー利用料の一部を補助したことで、経営の安定が図られた。
・農業経営の規模拡大等に必要となる農業用機械等の導入に対し支援したことで、農業の持続的
発展と食料の安定供給が図られた。
・農業振興地域整備計画及び農村滞在型余暇活動機能整備計画の見直しについては計画どおりの
進捗であったが、市の独自支援制度については検討を行ってきたものの策定まで至らなかった。

評　価

Ａ

➡（次ページへ続く）

農業振興地域整備計画の見直し（令和３年７月改正）
農村滞在型余暇活動機能整備計画の見直し（令和３年８月改正）
市の独自支援制度については検討を行ってきたが策定まで至らなかった。



令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・担い手農家の集積化を図り施設園芸作物の作付拡大に努める。
・肉用牛の繁殖に対する支援や酪農ヘルパー利用組合の利用など酪農・畜産業の労働力の軽減を推進する。
・労働力不足の課題解決や作業の効率化、規模拡大を図るため、スマート農業の取組を支援する。
・遊休農地の発生防止・解消を推進する。
・市の独自支援策の策定により、ワイン関連施設の整備に対する支援を行うとともに、６次産業化への取組
を推進する。
・農山漁村振興交付金事業（事業主体：ワイン事業者で組織する協議会）及びふるさと融資制度の活用支援
等を行う。
・肥料や燃油価格の高騰については、国の施策の動向を注視して対策の推進に努める。

関連施策 1-2、4-3

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

環境保全型農業直接支援対策事業補助金
490

維持 維持
化学肥料や化学合成農薬の使用を低減する取組みへの補助

補助事業

施設園芸用ハウス等導入事業補助金、野菜産地確立対策事業補助金
単独事業

農業者支援利子補給
62

維持 維持
農業経営基盤強化資金の利子補給

補助事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

農業活性化・農業振興事業
15,300

維持 維持

担い手確保・経営強化支援事業
29,861

維持 維持
前年度から繰越明許となった担い手確保・経営強化支援事業の実施

補助事業

農業振興対策協議会補助金
1,450

維持 維持
農業振興対策協議会の活動費への補助

単独事業

経営所得安定対策直接支払推進事業費補助金
3,400

維持 維持
経営所得安定対策直接支払制度の普及促進に対する取組みへの補助

補助事業

遊休農地の発生防止・解消の推進
－

維持 維持農業委員及び農地利用最適化推進委員による遊休農地の発生防止・解
消

家畜伝染病自衛防疫組合補助金
155

維持 維持
家畜伝染病自衛防疫組合の活動費への補助

単独事業

農業（畜産）活性化対策事業
4,060

維持 維持肉牛振興対策補助金、乳牛振興対策補助金、酪農ヘルパー事業利用補
助金 単独事業

計 54,778

補
　
足

・令和３年度までの「強い農業・担い手づくり総合支援事業」を「担い手確保・経営強化支援事業」に名称
を変更して維持
・令和３年度までの「ワイン振興の推進」を「ワイン振興対策事業」に名称を変更して維持

ワイン振興対策事業【再掲】

－
拡充 維持

令和４年度：ワイン関連施設の整備に対する市の独自支援策の策定
令和４年度～令和６年度：農山漁村振興交付金事業（事業主体：ワイ
ン事業者で組織する協議会）の活用支援、市の独自支援の実施及びふ
るさと融資制度の活用支援等



基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ２ 農林業の振興

認定就農者受入農家謝礼金の対象となる新規就農希望者が現れなかったことにより減額措置
（1,200千円→０） 単独事業

農業担い手育成奨学金貸付制度関係事業
0

北斗市農業担い手育成奨学金貸付条例を廃止した。
単独事業

主要施策 ３ 担い手の育成

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

農業活性化対策・農業振興事業
0

北海道農業次世代人材投資事業補助金

道南農業経営者育成対策協議会補助金
240

大野農業高校の農業教育振興を通じて農業経営者の育成・確保を目的とした団体に対する活動
補助金 単独事業

北海道農業担い手育成センター負担金
180

令和３年度は北海道農業担い手育成センター経由での就農相談は０件
令和２年度は１件 単独事業

7,449
助成対象者 ５名（経営開始型、就農から最大５か年）
1,500,000円×４名、1,448,511円×１名、合計7,448,511円 補助事業

事業の改善点及び方向性

・新規就農促進対策／新規就農者の確保を図るため、北斗市農業のＰＲや就農相談会等への参加、短期研修の受け入
れ等を行う農業振興対策協議会に対する補助と、未収入となる研修期間中の財政負担を緩和するための家賃支援を新
設する。

計 7,869

成
果
・
課
題

・北海道農業次世代人材投資事業については、就農初期段階の新規就農者に対し給付金を支給す
ることで、経営の安定が図られた。
・２年間の研修を終えた後すぐに独立就農となり、一から自分で行うこととなるため、就農１年
目から経営が躓いているケースが見られる。
・人口減少や少子高齢化により農業者数も減少傾向にあることから、北斗市民はもとより他市町
村からの新規就農者の確保を図ることが重要と考える。

評　価

Ｂ

➡（次ページへ続く）



令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・農業の新規参入者を支援し新たな農業者の育成・確保に努める。
・農業に意欲のある若手グループの活動を支援し後継者育成に努める。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

認定就農者受入農家謝礼、新規就農者家賃支援事業補助金、新規就農
者研修施設運営等補助金

単独事業

北海道農業次世代人材投資事業補助金
6,750

維持 維持
就農初期の青年就農者への補助

補助事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

新規就農促進対策

1,313
維持 維持

道南農業経営者育成対策協議会補助金
240

維持 維持
道南農業経営者育成対策協議会の活動補助

単独事業

北海道農業担い手育成センター負担金
1,690

維持 維持
北海道農業担い手育成センターの運営負担

単独事業

計 9,993

補
　
足

・令和３年度までの「農業活性化対策・農業振興事業」を「新規就農促進対策」に名称を変更し拡充



主要施策 ４ 森林保全と森林整備の促進

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

豊かな森づくり推進事業補助金
6,267

森林整備促進対策事業

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ２ 農林業の振興

14,202

林道維持管理
9,192

苗畑下草刈業務 374,000円、除間伐枝打等促進対策事業補助金 2,287,530円、森林作業員就業
条件整備事業補助金 575,995円、森林愛護組合交付金 32,000円、未整備森林現況調査業務
4,180,000円、木育奨励品 280セット 2,310,000円、ＧＰＳ測量用端末機 1台 1,804,000円、
私有林等整備事業補助金 2,638,470円 補助事業

民有林造林面積18.48ha（私有林植栽面積）
公共補助68％に北海道と市町村が26％を上乗せ補助 補助事業

植樹祭開催事業
682

第14回市民植樹祭　開催日：令和３年10月24日(日)、場所：きじひき高原キャンプ場隣接地、
面積：0.3ha、樹種：ブナ・ミズナラ 各450本 合計900本、参加者数：178名 単独事業

林道の補修468,600円（万太郎林道他）、林道除草2,233,000円（峩朗、万太郎、村前沢、大当
別各林道）、林道橋りょう補修設計6,490,000円（大当別林道 清涼橋） 単独事業

林業振興関係団体負担金
251

道南スギ産地形成推進協議会負担金13,000円、はこだて森林認証協議会負担金238,000円
林業振興関係団体への活動に対する負担 単独事業

山火事防止巡視事業
635

山火事予消防事業として巡視業務を委託し、市内公共施設において山火事予防ポスターの掲
示、広報誌による啓発、注意旗の掲揚等を実施 単独事業

事業の改善点及び方向性

・植樹祭開催事業／令和４年度を含めて２か年で植樹場所が無くなる予定。イベントとして開催するには、駐車場の
確保などが課題で、今のところ適地がない状況である。なお、令和４年度の開催日は、10月23日を予定しており、場
所、面積、樹種等については前年度と同様としている。
・森林整備促進対策事業／平成30年度に整備した森林情報管理システムに使用されている航空写真は、都市計画シス
テム用のものであることから都市計画区域外である山林までは網羅されておらず現場（山林）での位置関係の把握等
に支障をきたしている。そこで令和４年度事業として航空写真を撮影しオルソ画像を整備することとしている。
・林道の維持管理／長寿命化計画に基づく計画的な維持補修に努める。

計 31,229

成
果
・
課
題

・市民植樹祭を開催することで、森林の重要性に関しての意識が高まった。また、検温、手指消
毒、マスクの着用、密を避けた移動手段等、コロナ対策をしっかりと講じたうえで開催すること
ができた。
・民有林を対象とした除間伐、枝打ち、下刈り並びに造林事業に対し助成することで、森林整備
の促進が図られた。
・未整備森林現況調査により、調査対象の森林の現状の把握ができた。
・市が管理している林道について、適正な維持管理が図られた。
・今後も、林道の長寿命化計画に基づく計画的な補修が必要である。

評　価

Ａ

➡（次ページへ続く）



令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・森林機能の維持増進を図るため関係機関と連携し、森林の整備と造林の推進に努める。
・森林の役割を維持するため森林の必要性や育林技術の普及啓発を推進する。
・未整備森林の適正な管理を推進するため、現況調査を実施する。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

きじひき高原での市民植樹祭の開催
単独事業

豊かな森づくり推進事業補助金
6,630

維持 維持
森林所有者が行う造林事業への補助

補助事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

植樹祭開催事業
779

維持 維持

林業振興関係団体負担金
263

維持 維持
道南スギ産地形成推進協議会負担金、はこだて森林認証協議会負担金

単独事業

山火事防止巡視事業
658

維持 維持
山火事防止巡視業務等

単独事業

森林整備促進対策事業

29,023
拡充 拡充木育等奨励品、未整備森林現況調査業務、航空写真撮影等業務委託、

森林作業員就業条件整備事業補助金、除間伐枝打等促進対策事業補助
金、私有林等整備事業補助金、森林愛護組合交付金 単独事業

計 58,707

補
　
足

林道維持管理

21,354
縮小 維持林道の補修、林道除草

林道橋梁補修工事実施設計（令和４年度）、林道橋梁補修工事（令和
４年度） 単独事業



➡（次ページへ続く）

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ３ 漁業の振興

総事業費：13,529千円　（国：6/10 道16/60 市8/60）市負担：1,804千円
・上磯地区：物揚場実施設計及び工事 補助事業

漁業者支援利子補給
20

漁業近代化資金利子補給補助金　　　　  ５件　12,824円
漁業経営健全化促進資金利子補給補助金　２件　 6,296円 補助事業

主要施策 １ 漁業経営の安定化

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

道営水産業基盤整備事業
1,804

漁業振興関係団体負担金

計 26,059

成
果
・
課
題

・新型コロナウイルス感染拡大に伴う販売価格の低迷、加えての赤潮被害、さらに主要魚種の水
揚の大幅な減少と漁業者にとっては経営が危機的状況の中、組合への負担金の一部を支援するこ
とにより、組合員の負担軽減がなされ漁業経営の維持、継続が図られた。ただし、まだまだ漁業
経営にとっては厳しい状況の為、今後の支援策を講じることが急務とされる。

評　価

Ｃ

漁業者事業継続緊急支援金【新型コロナウイルス緊急対策事業】

4,187新型コロナウイルス感染拡大に伴う、魚介類の販売単価低迷による漁業経営への影響を軽減し
た。
・漁組販売減少額×手数料率×１市２町組合員数按分=4,186,920円 単独事業

1,508水産振興対策協議会負担金（300千円）…アワビﾞ漁獲物調査、アサリ・ホッキ・藻場環境保全
（資源量調査）、ブラウントラウト駆除、各種種苗放流等
函館湾漁場環境保全対策連絡協議会（417千円）函館湾水質調査等　　他12団体

単独事業

漁業者事業継続特別支援金【新型コロナウイルス緊急対策事業】

18,540長引く新型コロナウイルスの影響に加え、北海道太平洋沿いで発生した赤潮による秋サケの不
漁により漁業経営が危機的状況となっている漁業者に対し支援
・@206,000円×組合員90名=18,540,000円 単独事業

事業の改善点及び方向性

・北斗市水産振興対策協議会においてはコロナ禍により通常の事業ができない状況であり、各地区のそれぞれの代表
者が構成員となっている団体でもあることから意見を聞き出し、漁業者に役立つ新たな事業を展開することが望まし
い。
・漁業者の高齢化も鑑み作業の効率化を図るための支援策を講じる。
・令和３年度の主要魚種（サケ）の水揚げについても赤潮被害も加わり例年の1/10程度にとどまり、漁業経営に相当
な影響を与えている。そのため経営を維持するための漁具や設備への投資は難しい状況にある。漁業者の意欲の低下
を防ぎ、漁家経営の活性化を図るため支援策を講じる。



漁業経営活性化対策事業補助金≪新規≫

45,000
維持 維持

主要魚種の水揚げ減少、魚価の低迷及び燃油の高騰と漁業経営を逼迫
させる状況の中で設備投資を躊躇している状況であることから、漁
具、漁船等に係る経費の一部を補助することにより、漁家経営の維
持、漁業者の意欲向上を目指す。 単独事業

補
　
足

予算額 方向性 方向性

漁業者支援利子補給
41

維持 維持

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

茂辺地漁港荷揚場新設工事≪新規≫

18,403
事業終了 －漁港護岸へ荷揚げ用クレーンを設置することにより作業効率の向上、

漁業者の安全を図る。
(実施設計・設置工事） 単独事業

漁業振興関係団体負担金
1,563

維持

令和5年度 令和6年度

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・就労作業の効率化や生産コスト縮減のため資機材や機器の更新又は整備を促進する。
・漁場環境や水産資源の生育環境の保全に努める。
・水産物の水揚げや輸送など漁業生産基盤の確立のため、関係機関と連携し既存漁港の機能向上を推進す
る。

関連施策

維持水産振興対策協議会負担金、函館湾漁場環境保全対策連絡協議会負担
金等 単独事業

漁業近代化資金及び漁業経営健全化促進資金の利子補給
補助事業

道営水産業基盤整備事業
667

維持 維持
漁港機能の保全対策工事（北斗漁港（当別地区））

補助事業

計 65,674



264

ナマコ増殖事業
675

事業の改善点及び方向性

・増殖事業については、中止した場合一気に資源量が減少する可能性があるため継続することが大事である。
・コロナ禍でも安定した単価、漁獲量のナマコについては、上磯支所においてもナマコ漁を行う計画もあり、放流数
の増を図り漁家の経営安定を目指す（種苗生産の栽培公社、事業主体の漁組と協議）。
・過去に上磯前浜で採貝していたアカガイの増養殖の可能性を検討するとともに、最近ホタテも見られるようになっ
たので、地撒きでのホタテ増殖も検討する。
・放流種苗の生残率向上のため、水産試験場・栽培水産試験場・水産技術普及指導所などと連携し、放流方法等の検
討を行う。

計 3,755

主要施策 ２ つくり育てる漁業の推進

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

ホッキ貝生息環境改善事業
550

アサリ生息環境改善事業

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ３ 漁業の振興

漁場造成　A=161㎡、ケアシェル散布・すき込み（400㎏）資源量調査 ２日間
補助事業

漁場耕うん（49回×２隻）、資源量調査　外敵駆除　４日間
補助事業

ウニ高品質化推進事業
416

キタムラサキウニ深浅移植(11t)、コンブ種苗投入、モニタリング調査
補助事業

ナマコ種苗購入への補助　種苗(15-30㎜）　(＠30円×45,000個）
単独事業

カキ養殖推進事業補助金
800

カキ種苗購入費への補助（＠20円/個☓40,000個）
単独事業

アワビ資源回復事業補助金
1,050

種苗（30㎜）14,000個、(25㎜)25,200個　計39,200個放流
単独事業

成
果
・
課
題

・漁場環境の環境保全・改良及び種苗放流などにより資源の維持が図られた。
・アワビ種苗については例年熊石事業所で生産される種苗を導入していたが、近年、予定の35mm
種苗を納入できていないことから漁業者から不満の声も上がっている。
・ナマコについては、魚価の低迷が騒がれる中、今年度の単価も高く比較的安定した漁獲量だっ
たため資源量を増大させることにより経営の安定化が図られると考えられる。

【新型コロナウイルスの影響】
・他地域のカキより高値で取引されている「峩朗カキ」だが、コロナ禍による消費低迷で販売数
量が減少していることで漁業者の意欲が減退している。

評　価

Ｃ

➡（次ページへ続く）



令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・養殖施設の更新や整備を進めるとともに稚魚及び種苗放流等を推進する。
・新規漁業への調査事業を実施し前浜に適した栽培漁業を促進する。
・貴重な磯資源であるナマコの資源量確保のため、人工種苗を放流する。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

ナマコ増殖事業
1,800

維持

アサリ生息環境改善事業
624

維持 維持
漁場造成、底質改良、外敵駆除

補助事業

キタムラサキウニ深浅移植、コンブ種苗投入、モニタリング調査
補助事業

ホッキ貝生息環境改善事業
648

維持 維持
漁場耕うん、外敵駆除、モニタリング（資源量調査）

補助事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

ウニ高品質化推進事業
519

維持 維持

維持
ナマコ種苗購入への補助

単独事業

カキ養殖推進事業補助金
1,120

維持 維持
カキ種苗購入費への補助

単独事業

アワビ資源回復事業補助金
1,768

維持 維持
アワビ種苗購入費の補助

単独事業

計 6,479

補
　
足

・ウニ・ホッキ・アサリの事業は、水産多面的事業において実施し、事業の対策期間は令和２年度から令和
６年度の５か年間の事業



主要施策 ３ 水産物の消費と販路の拡大

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

地場産品の利用拡大
－

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ３ 漁業の振興

計 －

成
果
・
課
題

・定期的に地場産品を旬の時期に学校給食へ盛り込んでもらってはいるが、それぞれの意見交換
や連携が更に必要と思われる。
・地元の物を地元に提供できる販路の開拓、工夫が必要である。

【新型コロナウィルスの影響】
・北斗フィッシャリーは新型コロナウィルス感染拡大のため令和３年度も休業。再開のための漁
組との話合いが急務である。

評　価

Ｄ

定期的な地場産品の学校給食への提供

水産物直売施設等活用
－

新型コロナウィルスによる休業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

水産物直売施設等活用
－

見直し 維持

事業の改善点及び方向性

・上磯郡漁業協同組合直売施設フィッシャリーの運営について、コロナ禍での休業に加え、漁組自体の不安定な経営
の最中、漁組単独での経営は難しいと思われ、運営方法として地域おこし協力隊の活用や第３者の賃貸での店舗運
営、店舗業務委託等内部協議を行ってもらうための具体案を漁組へ提示している状況である。
・定期的な産直市や、宅配システム等をうまく活用した地場産品のＰＲと販路の工夫（加工品も含む）が必要
・学校給食へ地場の海産物の提供は毎月おこなっているが（ワカメ、コンブ、さけ、ホッキ等）同品目に偏りがちで
あるため新規品目の導入に向け、給食センター、漁組、市で学校給食についてそれぞれの意見交換の場を設ける。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・広域漁協のスケールメリットを活用した販売体制の確立を支援する。
・北斗市沿岸部で水揚げされる多品種の水産物のＰＲや地域ブランド化を推進する。
・低未利用資源等の付加価値を高める研究開発を促進する。
・フィッシャリーの利活用方法の協議

関連施策 5-1

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 －

補
　
足

上磯郡漁業協同組合直売施設フィッシャリーの再開に向けた具体策の
協議

地場産品の利用拡大

－
維持 維持地場産品の販路の工夫、試行

地場産品の定期的な学校給食への提供



漁業経営活性化対策事業補助金≪新規≫【再掲】

45,000
維持 維持

主要魚種の水揚げ減少、魚価の低迷及び燃油の高騰と漁業経営を逼迫
させる状況の中で設備投資を躊躇している状況であることから、漁
具、漁船等に係る経費の一部を補助することにより、漁家経営の維
持、漁業者の意欲向上を目指す。 単独事業

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ３ 漁業の振興

漁業新規参入者等支援事業

－
北海道及び渡島管内就業フェアの開催や就業支援制度について市ホームページへの掲載

主要施策 ４ 担い手の育成

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

計 －

事業の改善点及び方向性

・新規で漁業に就業を希望する若者は圧倒的に少なく、昨年２年ぶりに開催された渡島管内就業フェアにおいても希
望者はなく、ここ数年本市には問い合わせもない状況であるため、まずは、本市の就業支援制度についてのホーム
ページの内容をリニューアルさせ、現場で働く漁業者の生の声を掲載するなど周知の工夫をする。また、道南域は殆
どが家業を継ぐ、いわゆる後継者により世代交代している現状であり、本市においても後継者として家業を継いでる
漁業者は全体の1/4となっていることから、本市の漁業者をこれ以上減少させないためにも後継者を育てる具体策を
検討していく。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・若手漁業者の研修事業への参加による担い手の育成や経営感覚を培う場として異業種交流の促進に努め
る。
・新規漁業者を確保するため漁協と連携し、体験・受入れ・就漁に向けた体制と支援制度の充実に努める。
・後継者対策を組み込むための調査・検討を行う。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

補
　
足

成
果
・
課
題

・全国及び北海道において新規漁業者確保を担う組織のホームページに支援制度として掲載され
ているが、新たに漁業を目指す人の絶対数が少ない。
・後継者対策の充実

評　価

Ｃ

新規漁業者に対する漁業研修や船舶免許取得など新規参入経費の一部
を補助、就業支援制度についての周知の工夫、後継者を育てる具体策
の検討・構築

計 45,000

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

漁業新規参入者等支援事業

－
拡充 拡充



地域商業ウィズコロナ対策支援事業補助金【新型コロナウイルス緊急対策事業】
5,681

感染対策に配慮した販売促進活動を支援するため、商工会のＬＩＮＥクーポン事業、各商店会
の歳末大売出し事業等へ補助を行った。 単独事業

主要施策 １ 魅力ある商店街の形成

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

本町商店街活性化事業補助金
5,000

商店街等元気づくり事業補助金

6,704

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ４ 商工業の振興

24,515

計 41,900

飲食店、小売店など合計で６件の活用があった。
単独事業

Ｒ３.７.28交付決定　補助金額5,000千円　ペットサロン
単独事業

商業活性化支援センター運営

商業活性化支援センター「エイド'03」の施設運営経費の一部を補助
令和３年度施設利用件数：500件 単独事業

➡（次ページへ続く）

事業の改善点及び方向性

・商業活性化支援センター「エイド'03」の公共性を考え、引き続き施設運営経費の一部を補助するとともに、竣工
から20年近くが経過し、施設の老朽化がみられることから大規模改修への支援も行う。
・本町商店街活性化事業補助金は、大野市街通整備事業終了年度までの時限制度であるが、新規開業者の選択の幅を
広げるため、商店街等元気づくり補助金の終了年度である令和６年度まで延長した上で、事業統合など今後のあり方
を検討する。
・若者、高齢者及び女性の起業を支援するとともに、市内の空き店舗等を利活用する事業者に対し、事務所や店舗を
営業する場合の改築費用等を一部補助する。
・地域商業ウィズコロナ対策支援補助金については、ＬＩＮＥクーポン事業に一本化した上で継続する。

成
果
・
課
題

・商業活性化支援センター「エイド'03」の施設運営経費の一部を補助することで円滑な施設運
営を推進・維持し、商業者等の活動の促進が図られた。
・本町商店街活性化事業補助金は、平成29年度以来の実績となった。商店街等元気づくり事業補
助金は、前年度を上回る６件の活用があり、うち２件は本町商店街での新規開業であったことか
ら、相乗効果による活性化も図られた。
・地域商業ウィズコロナ対策支援事業により、コロナ禍であっても感染対策を講じた上で経済活
動を再開していくことへの一助となった。

評　価

Ｂ



商店街等元気づくり事業補助金

40,015
時限制度 時限制度若者、高齢者及び女性の起業を支援するとともに、市内の空き店舗等

を利活用する事業者に対し、事務所や店舗を営業する場合の改築費用
等を一部補助する。 単独事業

地域商業ウィズコロナ対策支援事業補助金【新型コロナウイルス緊急対策事業】

7,000
事業終了 －感染対策に配慮した販売促進活動を支援するため、商工会のＬＩＮＥ

クーポン事業へ補助を行う。
単独事業

計

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

5,964
維持 維持

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・地域と連携した既存商店街のイベント開催や新規開業への支援を行う。
・感染対策を講じた上で経済活動の再開に係る取組を支援する。

関連施策

70,391

補
　
足

本町商店街活性化事業補助金

5,000
維持 維持

本町商店街への新規出店等への補助

単独事業

商業活性化支援センター「エイド'03」の運営補助
単独事業

商業活性化支援センター大規模改修事業
12,412

維持 維持平成15年の竣工から20年近く経過した商業活性化支援センターの大規
模修繕事業（３箇年）への補助 単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

商業活性化支援センター運営



新商品研究開発:３件
単独事業

基本計画 ４ 商工業の振興

感染予防対策等支援補助金【新型コロナウイルス緊急対策事業】
52,299

コロナ禍であっても営業活動を継続できるよう空気清浄機など感染予防機器の導入に対する支
援を実施　　158件52,299,000円 単独事業

主要施策 ２ 商工業者の経営基盤の強化

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

中小企業支援事業

56,745

商工会活動推進事業補助金

小規模事業者緊急支援事業への上乗せ【新型コロナウイルス緊急対策事業】
2,608

コロナ禍のなか販路開拓等に取り組む事業者に対して上乗せ支援をする。
23件2,607,612円 単独事業

地域経済の活性化のため、市内で利用できるクーポン券を配布
第３弾：換金額221,437,500円 単独事業

計 437,813

評　価

Ｂ

地域経済緊急対策応援キャンペーン事業【新型コロナウイルス緊急対策事業】
238,188

➡（次ページへ続く）

小規模事業者持続化支援金【新型コロナウイルス緊急対策事業】
60,800

中小企業振興資金の拡充【新型コロナウイルス緊急対策事業】
2,861

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、売上が前年と比較して２割以上減少した小規模事業者
に対し、支援金を支給　　244件60,800,000円 単独事業

事業の改善点及び方向性

・中小企業競争力向上事業については、引き続き新商品開発に繋がるよう事業者への周知に努めるとともに、再開の
動きがみられる各種展示会への出展を促し、販路拡大に繋げていく。
・商工会活動推進事業補助金については、通常の経営相談、経営指導に加え、コロナ禍にあって各種支援金の相談機
能も果たしていることから、今後も継続して補助することにより、商工会運営を円滑なものとし、地域経済の活性化
を図る。

成
果
・
課
題

・新商品研究開発は、コロナ禍を踏まえたテイクアウトの需要増や縄文遺跡群の世界文化遺産指
定を商機ととらえた商品開発に繋がった。展示会等出展については、オンラインを含めて実績が
なかった。
・中小企業振興資金貸付金、中小企業振興資金利子補給補助金、小規模事業者経営改善資金利子
補給補助金は、多くの企業に活用され、経営の安定化の一助になっている。
・商工業の振興を推進するうえで必要な事業として補助金を交付することで、商工会運営が円滑
化し、地域経済の活性化が図られた。
・新型コロナウイルスの感染拡大により甚大な影響を受けた商工業者に対し、様々な緊急対策事
業を実施することにより、事業継続が図られた。

１ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

23,412

新規融資７件65,000千円、利子補給金354,984円　信用保証料2,506,046円
単独事業

商工会が行う経営改善普及事業の職員配置に対し補助金を交付することで、商工会運営を円滑
なものとし、地域経済の活性化を図る。 単独事業

中小企業振興資金利子補給金～既存融資分 2,810,021円 133件、新規融資分 1,075,828円 37
件・中小企業振興資金信用保証料補給金～ 2,854,657円 34件・小規模事業者経営改善資金利
子補給金～既存融資分 3,995円 ２件、新規融資分～ ０件 単独事業

中小企業競争力向上事業
900

基本目標



計 352,318

補
　
足

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・商工業者の経営安定と設備更新等のため融資制度の活用を図る。
・商工業者自らが行う意欲的な販路拡大や新商品開発を支援する。
・中小企業競争力向上事業において、コロナ禍収束後を見据えた対象事業等の検討
・個々の商工業者や商店会等の団体が連携した取組を支援する。
・教育機関や公的研究機関等と商工業者との連携を促進し、技術力、生産力の向上を支援する。

商工会活動推進事業補助金
21,806

維持

コロナ禍を踏まえた商品開発や販路拡大への支援を継続していく。
また、より多くの事業者の活用を促進するため、事業ＰＲ方法の拡充
に努める。 単独事業

中小企業支援事業

方向性

中小企業競争力向上事業

2,500

令和4年度

61,748
維持

関連施策

245,264
廃止 －

内　　容

単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性

維持 維持

維持
商工会が行う経営改善普及事業の職員配置への補助

単独事業

地域経済の活性化のため、第４弾となる市内で利用できるクーポン券
を配布
※１人５千円（共通券２千円、中小店限定券３千円） 単独事業

感染予防対策等支援補助金【新型コロナウイルス緊急対策事業】
21,000

３
ヵ

年
計
画

地域経済緊急対策応援キャンペーン事業【新型コロナウイルス緊急対策事業】

維持中小企業振興資金貸付金、中小企業振興資金利子補給補助金、小規模
事業者経営改善資金利子補給補助金等

廃止 －コロナ禍であっても営業活動を継続できるよう空気清浄機など感染拡
大防止機器の導入に対する支援を実施 単独事業



基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ４ 商工業の振興

➡（次ページへ続く）

主要施策 ３ 特色ある地域産業の創出

函館地域産業振興財団負担金
9,904

特産品を活用した製品開発を促進するため、商工会を通じて新たな素材の情報提供を行った。

事業の改善点及び方向性

・函館地域の高度技術に立脚した産業開発を促進し、新技術、新製品の開発及び起業化等の幅広い分野でのサポート
が行われるよう継続して支援していく。
・上記の支援のほか、教育機関や函館地域産業振興財団等の公的研究機関との情報交換を行い、新商品開発等に係る
産学官連携の推進を図る。
・ワイン振興対策事業については、市の独自支援策によるワイン関連施設の整備に対する支援について、引き続き支
援策の策定に向けて取り組む。また、農山漁村振興交付金事業（事業主体：ワイン事業者で組織する協議会）の活用
支援、市の独自支援の実施及びふるさと融資制度の活用支援等を行う（令和４年度～令和６年度）。
・新たに「北斗市ワインによる地域活性化検討会議」を立ち上げ、ワイン産地の確立及びワインを核とした地域の活
性化に取り組む（年３～５回程度を予定）。

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

計 9,904

新商品開発等に係る産学官連携の推進
－

ワイン振興の推進≪新規≫【再掲】

－農業振興地域整備計画の見直し（令和３年７月改正）
農村滞在型余暇活動機能整備計画の見直し（令和３年８月改正）
市の独自支援制度については検討を行ってきたが策定まで至らなかった。

成
果
・
課
題

・函館地域の高度技術に立脚した産業開発を促進し、新技術、新製品の開発、起業化等の幅広い
分野でのサポート、支援が図られた。
・新商品開発等については、教育機関や函館地域産業振興財団等の公的研究機関との連携に向け
た情報交換の場が必要
・農業振興地域整備計画及び農村滞在型余暇活動機能整備計画の見直しについては計画どおりの
進捗であったが、市の独自支援制度については検討を行ってきたものの策定まで至らなかった。

評　価

Ｂ

函館地域産業振興財団に係る人件費３人分のうち50%分の人件費等を北斗市と七飯町で負担
単独事業



令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・試験研究機関の機能を活用し既存産業の振興に結びつく工業技術の研究・開発を促進する。
・地域産業間の連携強化に努め地場産の農林水産物及び未利用資源を活用した製品の研究開発を促進する。
・教育機関や公的研究機関との情報交換を行い、新商品開発等に係る産学官連携の推進を図る。
・市の独自支援策の策定により、ワイン関連施設の整備に対する支援を行う。
・農山漁村振興交付金事業（事業主体：ワイン事業者で組織する協議会）及びふるさと融資制度の活用支援
等を行う。
・新たに北斗市ワインによる地域活性化検討会議を立ち上げ、ワイン産地の確立及びワインを核とした地域
の活性化に繋がる施策の提案・検討等を行う。

関連施策 1-2、2-2

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

新商品開発等に係る産学官連携の推進

－
維持 維持

特産品を活用した製品開発を促進するため、教育機関との情報交換を
促進していく。
（函館高専の学生の発案から生まれたマルメロの花の酵母を使用した
パンの商品化など新たな特産開発を模索していく。）

函館地域の高度技術に立脚した産業開発を促進し、産業経済の発展に
寄与する目的で創設された工業技術センター、産業支援センター等の
運営費の負担 単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

函館地域産業振興財団負担金

10,589
維持 維持

計 11,059

補
　
足

・令和３年度までの「ワイン振興の推進」を「ワイン振興対策事業」に名称を変更して維持

ワイン振興対策事業【再掲】

－
拡充 維持

令和４年度：ワイン関連施設の整備に対する市の独自支援策の策定
令和４年度～令和６年度：農山漁村振興交付金事業（事業主体：ワイ
ン事業者で組織する協議会）の活用支援、市の独自支援の実施及びふ
るさと融資制度の活用支援等

北斗市ワインによる地域活性化検討会議≪新規≫【再掲】

470
拡充 拡充北斗市ワインによる地域活性化検討会議を開催し、ワイン産地の確立

及びワインを核とした地域の活性化に繋がる施策の提案・検討等を行
う（年３～５回程度を予定）。 単独事業



基本計画 ４ 商工業の振興

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

R３.７.１ １件採択　助成金額3,000千円　農業及び製造業（ブドウ栽培・ワイン製造）
単独事業

創業支援事業負担金【再掲】
2,117

創業スキルアップ講座（年12回）の開催による函館地域の創業者や将来創業する潜在的な創業
者に対する育成・支援を行った。延べ受講者数142名うち北斗市17名 単独事業

主要施策 ４ 起業の促進

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

創業バックアップ助成事業負担金【再掲】
3,000

起業化振興資金利子補給補助金、起業化振興資金信用保証料補給交付金【再掲】

計 30,695

成
果
・
課
題

・創業バックアップ助成事業については、本市でブドウ栽培・ワイン製造を行っている事業者か
ら応募があり、審査の結果、一般枠３００万円で採択された。
・起業化振興資金は、前年度０件であったが３件の実績となり、起業化支援に繋げることができ
た。
・商店街等元気づくり事業補助金は、前年度を上回る６件の活用があり、商店街の活性化に繋
がった。

評　価

Ｂ

商店街等元気づくり事業補助金【再掲】
24,515

飲食店、小売店など合計で６件の活用があった。
単独事業

1,063
起業化振興資金利子補給金～既存融資分10件265,695円、新規融資分～３件77,695円
起業化振興資金信用保証料～新規融資分３件719,125円 単独事業

➡（次ページへ続く）

事業の改善点及び方向性

・函館地域産業振興財団の創業支援事業及び創業バックアップ助成事業は、函館地域の創業者や将来創業する潜在的
な創業者に対する育成、支援をとおして地域経済の活性化に繋がることから、市としても引き続き負担金を拠出する
とともに事業の周知に努めていく。
・起業化振興資金利子補給、信用保証料補給についても、引き続き、北斗市金融協会、北斗市商工会を通じてこの制
度を広くＰＲしながら、新たな起業者の借入コストの軽減のため支援していく。
・若者、高齢者及び女性の起業を支援するとともに、市内の空き店舗等を利活用する事業者に対し、事務所や店舗を
営業する場合の改築費用等を一部補助する。



令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

創業支援事業負担金【再掲】
2,100

維持 維持
令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・融資制度や支援制度の周知を図り市内での起業を促進する。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

商店街等元気づくり事業補助金【再掲】

40,015
時限制度 時限制度若者、高齢者及び女性の起業を支援するとともに、市内の空き店舗等

を利活用する事業者に対し、事務所や店舗を営業する場合の改築費用
等を一部補助する。 単独事業

起業化振興資金利子補給補助金、起業化振興資金信用保証料補給交付金【再掲】
1,389

維持 維持
起業化振興資金の借入利子及び起業化振興資金信用保証料の助成

単独事業

函館地域産業振興財団の創業支援事業費(相談業務)の負担
単独事業

創業バックアップ助成事業負担金【再掲】

6,000
維持 維持創業バックアップ事業に市内事業者が応募し採択された場合の起業・

創業支援費の負担
単独事業

計 49,504

補
　
足

・商店街等元気づくり事業補助金　～　令和２年度から令和６年度までの時限制度



主要施策 ５ 指導・支援体制の強化

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

計 23,412

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ４ 商工業の振興

事業の改善点及び方向性

・商工会活動推進事業補助金については、通常の経営相談、経営指導に加え、コロナ禍にあって各種支援金の相談機
能も果たしていることから、今後も継続して補助することにより、商工会運営を円滑なものとし、地域経済の活性化
を図る。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・商工会の指導・支援体制の強化を促進し、相談や指導業務、経営改善のための各種事業を支援する。

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

成
果
・
課
題

・商工業の振興を推進するうえで必要な事業として補助金を交付することで、商工会運営が円滑
化し、地域経済の活性化が図られた。

評　価

Ｂ

商工会活動推進事業補助金【再掲】
23,412

商工会が行う経営改善普及事業の職員配置に対し補助金を交付することで、商工会運営を円滑
なものとし、地域経済の活性化を図る。 単独事業

補
　
足

商工会が行う経営改善普及事業の職員配置への補助
単独事業

計 21,806

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

商工会活動推進事業補助金【再掲】
21,806

維持 維持



基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ５ 観光の振興

観光振興事業（観光資源活用・周遊促進）

7,719観光協会着地型観光促進事業⇒フォトコンテスト：402点、103人（Ｒ２:376点、111人）、ガ
イド養成講座：３回 23人（Ｒ２：３回 35人）、スタンプクーポンラリー：36店舗参画 247人
応募、着地型観光担い手づくり事業⇒：13事業者(５分科会、WS ７回開催、プログラム検証）

単独事業

主要施策 １ 観光資源の充実及び周遊観光の推進【重点施策】

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

桜回廊事業

12,467

紅葉回廊事業

石別地区観光推進事業
2,932

トラピスト通りライトアップ事業（Ｒ３：1,265人、Ｒ２：912人）、レンタサイクル事業（Ｒ
３：231人、Ｒ２：120人）、ラリー事業（Ｒ３新規 161人参加） 単独事業

10,927
秋の八郎沼公園をライトアップし、水面に映る景色を14,422人に楽しんでいただいた。（令和
２年度初開催事業 11,502人）チャレンジブース６店舗、売上額126万円 単独事業

清川千本桜、松前藩戸切地陣屋、法亀寺、大野川沿いの４か所を舞台に実施。Ｒ３は２年ぶり
に開催し、56,307人の来訪があった。（Ｒ１：114,053人）チャレンジブース４店舗、売上額
75万円 単独事業

イベント振興事業

13,188【未実施事業】新函館北斗駅前イベント事業､夏まつり事業､商工観光まつり､さけまつり事業､
駅前冬季イベント事業、【実施事業】陣屋桜まつり事業（1,000人）､七重浜海水浴場開設事業
（11,140人）､駅前イルミネーション事業（ずーしーほっきーモニュメントの設置） 単独事業

事業の改善点及び方向性

・観光振興事業（観光資源活用・周遊促進）　コト消費を促進するプログラムを造成し販売する（令和２年度～）。
・桜回廊事業、紅葉回廊事業　「チャレンジブース」の創設、商店街などと歩調を合わせクーポン事業参画事業者の
拡大などでの域内消費を促進（令和３年度～）
・石別地区観光推進事業　石別地区の既存事業者と連携し、石別体験事業を新たに実施。事業者が創出する体験メ
ニューで地区の魅力を発信する（令和２年度～）。
・イベント振興事業　北海道新幹線札幌延伸を見据え、新函館北斗駅前において食の大規模イベントを開催する（令
和４年度～）。

計 47,233

成
果
・
課
題

【新型コロナウイルスの影響】
・コロナ禍２年度目にあっては、感染予防対策をしっかりと施した上で実施できる事業は実施す
ることで事業展開を図った。
集客力がある回廊事業は、物見遊山的なイベントとなっているため、市内一円で消費活動を促す
仕組みが必要である。また、コト消費を併せた周遊ルートの確立が課題である。

評　価

Ｃ

➡（次ページへ続く）



令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・着地型観光の体験プログラム実践に向けた仮説検証
・新函館北斗駅を基点とした大規模イベントのチャレンジ（実質初年度）

関連施策 3-3、25-2

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

回廊事業と連動させた市内飲食店へと誘導するクーポン事業や着地型
観光の担い手事業によるプログラム造成により本市におけるコト消費
の促進を本格的に始める。 単独事業

桜回廊事業
12,579

維持 維持しだれ桜や桜並木などを活かした桜回廊事業の実施。消費行動を促す
「チャレンジブース」などの実施 単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

観光振興事業（観光資源活用・周遊促進）

7,979
拡充 維持

イベント振興事業

37,688
維持 維持新函館北斗駅前イベント事業（食関連）の実施、新函館北斗駅前イル

ミネーション事業の拡充、新型コロナウイルス感染症対策を施した各
種事業のほか、民間事業者と連携した効果的な活性化対策の実施 単独事業

石別地区観光推進事業
2,991

維持 維持石別地区の持つ特色ある観光資源を活用し、地区の事業者と連携し体
験事業を実施 単独事業

紅葉回廊事業
8,271

維持 維持八郎沼公園における紅葉と水面を活かしたライトアップ事業。消費行
動を促す「チャレンジブース」などの実施 単独事業

計 69,508

補
　
足



主要施策 ２ 誘致宣伝の強化

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

観光客誘致宣伝事業
2,284

イベント振興事業（誘致宣伝）

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ５ 観光の振興

668
地域コミュニティ放送のＦＭいるかと契約。25秒で年間180本のスポットＣＭを放送している
（Ｒ３：桜回廊ほか14事業、エリア内人口：約32万３千人）。 単独事業

各種プロモーション（Ｒ３：首都圏１回、東北１回）、インバウンド向けポータルサイト運用
（５か国語）、閲覧数（Ｒ３：11,510、Ｒ２：18,860）、イラストマップ（３万部） 単独事業

観光振興事業（誘致宣伝）
173

旅行エージェントや各種観光振興関連会議などへの参加が本来業務であるが、Ｒ３は観光交流
センター活性化対策の打ち合わせ業務となった。：２回（Ｒ２：コロナにより未執行） 単独事業

事業の改善点及び方向性

・観光振興事業（誘致宣伝）／地元住民に市内観光をしていただくきっかけとするため、コンビニエンスストアやガ
ソリンスタンドなどに観光パンフレットやイベント情報などを提供し、本市の観光資源を再認識していただきながら
周遊を促進する。
・観光客誘致宣伝事業／動画作成ソフトなどを用い四季折々の自然やイベントなどの情景が感じられる画像を適宜発
信する。観光パンフレットを刷新し、手に取ってみたくなるような魅力ある情報発信を行う。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・短編動画などの配信や観光パンフレットによる魅力的で効果的な情報発信
・地域住民へターゲットを絞った宣伝やイベントの開催
・新幹線沿線地域における観光プロモーションの実施
・旅行会社等に対する観光資源の売り込み

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

計 3,125

成
果
・
課
題

【新型コロナウイルスによる影響】
・誘致宣伝に必要な各種プロモーション活動はコロナ禍にあって１度もできなかった。
域内観光を促進させるため市内のコンビニエンスストアに観光パンフレットやイラストマップの
配付を行った。
・コロナ終息後を見据えて魅力ある情報をどう発信していくかが課題である。

評　価

Ｃ

イベント振興事業（誘致宣伝）
830

維持 維持
イベント開催の宣伝の実施

単独事業

旅行代理店などへのセールスコールのほか、市内コンビニエンススト
アやガソリンスタンドへのパンフ等の配付 単独事業

観光客誘致宣伝事業

8,563
見直し 維持各種プロモーション活動、インバウンド向けポータルサイトの運用、

観光パンフレットの刷新、キャンプ場パンフレットの作成、即時性の
ある画像の配信 単独事業

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

観光振興事業（誘致宣伝）
773

維持 維持

計 10,166

補
　
足



主要施策 ３ 観光客受入体制の充実

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

観光客誘致宣伝事業（着地型宣伝）

836

観光協会運営事業

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ５ 観光の振興

観光交流センター管理運営
57,483

観光交流センター及び同別館の指定管理者制度による施設の管理運営
（指定管理者：北斗市観光協会） 単独事業

11,924
観光協会の公益事業に従事する職員に対する２人分の人件費（9,999千円）や事務費（1,925千
円）への補助を行うことで円滑な協会運営をすることができた。 単独事業

イラストマップの増刷：令和元年度に制作したマップは、北斗市の地形や観光情報などを鳥観
図的に表現した内容で、市内に来訪された方々に本市の魅力や観光資源を伝えるため裏面を手
書き版に改良し、３万部を増刷した。 単独事業

観光振興事業（受入体制の充実）
4,620

きじひき高原展望施設の来訪者への観光案内のほか、お土産品などの販売、双眼鏡の貸し出し
などによるおもてなしを行った（Ｒ３：来訪者45,518人、Ｒ２：来訪者41,100人）。 単独事業

計 74,863

成
果
・
課
題

・イラストマップはアナログ的に改良を施し、手に取ってみたくなる、訪れてみたくなるような
工夫を施した。
・観光交流センターではイベントなどを継続的に実施する体制やしくみづくりが課題である。

【新型コロナウイルスによる影響】
・一時的な感染状況の落ち着きなどにより市内の観光入込客数は、前年度比120%増の516,000人
（Ｒ２：428,500人）となったところ。

評　価

Ｃ

補
　
足

令和5年度 令和6年度

予算額 方向性 方向性

観光振興事業（受入体制の充実）

3,410
維持 維持

事業の改善点及び方向性

・観光振興事業（受入体制の充実）／紅葉回廊事業（八郎沼公園）との動線とイベント効果を活かした誘客策の展開
を図る必要がある。また、来訪者を延ばすなど新たな仕組みづくりを委託事業者である観光協会と協議する。
・観光客誘致宣伝事業（着地型宣伝）／観光協会と連携し、着地型観光担い手づくり事業で造成したプログラムを
サービス化して観光協会が販売できるようにする。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・観光施設における観光客への受入体制の充実
・着地型観光の担い手となる観光協会の体制強化とともに観光ガイドの育成やおもてなし意識の醸成など、
温かみのある受入体制づくりを支援するとともに体験プログラムをサービス化し販売できるようにする。
・観光交流センターの活性化

関連施策

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

観光客誘致宣伝事業（着地型宣伝）

5,474
拡充 拡充観光協会と連携し、観光振興事業に掲げる着地型観光担い手づくりで

造成した体験プログラムをサービス化して観光協会が販売できるよう
にする。 単独事業

観光交流センター管理運営
50,036

維持 維持観光交流センター及び同別館の管理運営（観光協会、ほっくるの会、
市が一体となった誘客策の取組） 単独事業

きじひき高原展望施設の来訪者への観光案内やおもてなしのほか、こ
こでしか買えない商品等の検討、トラピスト修道院の展示棟を借りた
院と本市のかかわりを説明したパネル展示を常設で行う。 単独事業

観光協会運営事業
11,050

維持 維持
観光協会事務局職員の人件費や事務費などの補助

単独事業

計 69,970



主要施策 ４ 多様な交流の推進【重点施策】

令
和
３
年
度

事
業
実
績

内　　容 決算額

映画撮影等誘致支援事業
－

計

基本目標

事業の改善点及び方向性

・スポーツ合宿推進事業
　新型コロナウイルス感染症拡大防止による移動自粛の影響によりプロモーション活動が制限されることから、本市
で開催予定の大規模大会でのプロモーション活動を積極的に行う。
　また、新型コロナウイルス感染症対策として受入制限のルールを継続するが、ウィズコロナを見据えた持続可能な
受入れ体制を検討する。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

施
策
の
概
要

・フットボール場を活用した合宿団体の誘致促進と市民交流機会の確保、体験観光に紐づく合宿付加価値の
向上
・フィルムコミッションは、引き続き関係機関との連絡調整やロケ弁の手配などを行い内外へ本市の魅力を
ＰＲする機会の確保に努める。

関連施策 15-3、23-1、35-3

３
ヵ

年
計
画

内　　容
令和4年度

9,441

計 14,211

補
　
足

スポーツ合宿を積極的に誘致するため誘致活動を展開するほか、受け
入れ態勢の充実化を図るため体験事業や子どもたちとの交流機会を創
出し、交流人口の拡大を目指す。 単独事業

映画撮影等誘致支援事業
－

維持

方向性 方向性

スポーツ合宿推進事業

14,211
維持

ＣＭ、映画、雑誌等の撮影場所の情報提供や確保、関係機関等との調整を行った。（取扱い件
数 Ｒ３：８件、Ｒ２：６件）※令和元年度で補助金は廃止されている。

スポーツ合宿推進事業
9,441

コロナによる来訪自粛はあったものの、サッカー、ラグビー等比較的人数の多い団体の利用が
増加した。（Ｒ３：延べ3,761泊、49団体、Ｒ２：延べ3,902泊、47団体） 単独事業

１ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画 ５ 観光の振興

成
果
・
課
題

・スポーツ合宿推進事業は、フットボール場を利用したサッカーチームの合宿が18団体から23団
体と５団体で延べ宿泊数が270泊増の1,561泊となるなど、好調な利用状況であることがうかがえ
る。今後は、合宿だけの利用ではなく、例えば市民交流や体験観光なども織り交ぜた市民に便益
がある仕組みをどう図るかが課題である（サッカーの利用状況：Ｒ３：23団体、実人数598人、
延べ宿泊数1,516人、Ｒ２：18団体、実人数517人、延べ宿泊数1,246人）。

評　価

Ｂ

ＣＭ、映画、雑誌などの撮影場所の情報提供や確保、関係機関等との
調整を行い、本市の魅力を内外にアピールする。

令和5年度 令和6年度

維持

維持

予算額



観光振興・観光客誘致宣伝事業（広域連携～北海道新幹線沿線協議会）

180

主要施策 ５ 広域観光の推進

成
果
・
課
題

内　　容
令和4年度

戊辰戦争が終結して令和元年度で150周年を迎えた事業の継続版。関連
する道南市町や事業者と連携し市内に合計３か所のモニュメント設置
を行う。

自転車を活用した新たな周遊ルートの確立に向けて新函館北斗駅を基
点としたルート造成の検討を行う。

基本目標 １ 新幹線を活かした元気で魅力あるまちづくり

基本計画

施
策
の
概
要

・広域連携組織などとの連携により周遊ルートの構築やＰＲを図る。
・南北海道サイクルツーリズム推進協議会との連携を密にし、新たな広域を跨ぐ新函館北斗駅を基点とした
サイクルルートの確立に向けた取組を行う。

関連施策

５ 観光の振興

計 805

【新型コロナウイルスによる影響】
・一定の誘客があったもののＲ３.７に世界文化遺産となった北海道・北東北の縄文文化遺跡群
の新函館北斗駅を基点とした周遊ルートの確立や戊辰戦争記念モニュメントを巡る周遊ルートの
確立に向けたＰＲはコロナ禍にあって自粛せざるを得ない状況にあった。
アフターコロナ向けた他市町との連携をどう図るかが課題である。

評　価

Ｂ

松前藩戸切地陣屋跡に城郭の建造に深くかかわった「松前崇弘」をメインにしたモニュメント
を設置。散策マップなどで周遊を促進した（道南で34基を設置）。 単独事業

旅パスパンフレット３万部の作成のほか、仙台駅でのセールスプロモーションや新函館北斗駅
において縄文文化ＰＲ事業を展開し、誘客と周遊ルートの利用促進を図った（旅パス販売 Ｒ
３：3,794枚、Ｒ２：3,794枚※前年同数）。 単独事業

令和6年度

予算額 方向性 方向性

事業の改善点及び方向性

・観光振興・観光客誘致宣伝事業（広域連携～北海道新幹線沿線協議会）／北海道の縄文遺跡群を巡るコースを紹介
しコロナ終息後を見据えた準備を行う。
・観光振興・観光客誘致宣伝事業（広域連携～戊辰戦争記念事業実行委員会）／令和４年度に、矢不来天満宮のにモ
ニュメントの設置を行う。
・観光振興・観光客誘致宣伝事業（広域連携～南北海道サイクルツーリズム推進協議会）／新函館北斗駅を基点とし
た自転車を活用した広域周遊ルートの確立を図る。

令
和
４
年
度
実
施
計
画

令
和
３
年
度

補
　
足

事
業
実
績

内　　容 決算額

観光振興・観光客誘致宣伝事業（広域連携～戊辰戦争終結150周年記念事業実行委員会）
625

観光振興・観光客誘致宣伝事業（広域連携～南北海道サイクルツーリズム推進協議会）

－
拡充 拡充

観光振興・観光客誘致宣伝事業（広域連携～北海道新幹線沿線協議会）

180

805

沿線自治体や関係交通機関と連携した沿線自治体協議会を組織し、公
共交通共通フリー乗車券の造成や「北海道・北東北の縄文遺跡群」の
世界文化遺産の登録による観光客の利便性の向上と周遊ルートの利用
促進を図る。 単独事業

観光振興・観光客誘致宣伝事業（広域連携～戊辰戦争終結150周年記念事業実行委員会）

625
維持 維持

単独事業

令和5年度

維持 維持

３
ヵ

年
計
画

計


